
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
沖縄県 恩納村
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[205,666円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.3]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [11.54人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [9.5%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [22.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

恩納村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
●財政力指数：平成２１年度の財政力指数は、平成２０年度前年度比較に引き続き２年連続して
０．０１ポイント低くなった。要因としては、長引く景気低迷からの村民税個人・法人収入の減額な
どから前年度に比較してマイナス２７．１％の減が顕著である。しかし、類似団体内平均と比較す
ると０．１３ポイント上回り、ここ５ヶ年間の類似団体内平均値を常に上回っている。また、沖縄県
内の市町村平均を０．２６と大きく上回っている事から県内においては常に高い財政力指数と言
える。これからも引き続き歳出の見直しを実施するとともに、税収などの徴収率対策を中心とした
歳入確保に努める。

●経常収支比率：平成２１年度の経常収支比率は、前年度と比較すると１．７ポイント改善され、
類似団体内平均と比較すると１０．６ポイント低くなっており、概ね良好な状況である。しかし、ここ
数年、物件費や扶助費の経常収支比率については、類似団体内平均を上回ることが恒常化して
いるため、固定化している委託料などの見直し行い、更なる行財政改革の推進を図り、経常経費
の削減に努める。

●ラスパイレス指数：平成２１年度のラスパイレス指数は、昨年度に比較すると０．８ポイント高く
なっている。類似団体内平均と比較すると、平成１８年度では０．３ポイント若干の開きであった
が、ここ数年は１．９～２．３ポイントと常に上回っている状況であり、より一層の給与の抑制が求
められる。ラスパイレス指数の高い要因として、住居手当や通勤手当などが類維持団体平均を
上回 ており 各種手当ての削減を行うなど引き続き給与の適正化に努める

●実質公債比率：平成２1年度の実質公債比率は、昨年度に比較すると０．１ポイント低くなって
おり、類似団体内平均と比較しても４．４ポイント下回っている。また、全国市町村平均、沖縄県
市町村平均と比較してもすべて下回っており、一般会計等が負担する借入金の返済等の標準財
政規模に対する割合は大幅に低いと言える。しかし、今後大型投資事業としての下水道事業に
よる地方債発行の増額が見込まれることから公営企業地方債の償還に充てられる繰入金が増
額していくため、その他事業で起債を厳選し、公債費の抑制に努める。

●将来負担比率：平成２１年度将来負担比率については、昨年度に比較すると７．６ポイント低く
なっており、類似団体内平均と比較して５１．８ポイントの大幅に下回っている。また、全国市町村
平均、沖縄県市町村平均と比較しても大幅に下回っており、一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債は低い水準である。昨年度に比較して低くなった主な要因としては、将来負担額の中
で、債務負担行為期間終了に伴う支出予定額の大幅な減額のほか、財政調整基金積立による
充当可能基金の増額、普通交付税の増額に伴う標準財政規模の増などが上げられる。今後とも
公債費等義務的経費の削減を進めるため、普通建設費に伴う起債については、基準財政需要
額へ算入される事業を中心に行い、充当可能財源等の確保に図り、財政の健全化に努める。

●人口千人当たり職員数：平成２１年度の人口千当たりの職員数は、１１．５４人になり昨年と比
較すると０．３４人低くなっている。また、集中改革プランに基づく定員管理の目標達成などによ
り、平成１７年度以降類似団体内平均を下回っているが、平成２１年度沖縄県内市町村平均と比
較すると３．７３人と未だ大幅な開きがあり、今後とも行政サービスを低下させることなく、定数削
減の見直しの検討が必要である。

●人口１人当たり人件費・物件費等決算額：人口１人当たり人件費等については、前年度と比較
すると５，９６１円増額しており、ここ５ヶ年の類似団体平均値を常に上回っている。要因としては
物件費が顕著で、類似団体平均額と比較すると２５，３７３円上回っており、対比として３１．６
パーセントも高くなっている。物件費の中では、賃金、旅費、需用費は類似団体平均額より低く
なっているが、委託料については類似団体平均額と比較すると１７，７６３円上回っており、対比
として４７．１パーセント高くなっている。中でも、特に教育費関係の委託料が大きく上回ってお
り、社会教育施設指定管理委託料、特別支援教育支援員委託料などへの支出が要因と考えら
れます。


